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幽 園数 延人数 。急一 園数 延人数
公乱 2 1，195公ユ 89 3，197
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％（108人）と続いている。各項目ごとに、子
どもの年齢及びきょうだいめ有無による違いか
らみた結果は表8～9のとおりである。「利用
日数の増加」、「利用日時の増加」についてのみ
有意な差が見られ、子どもが一人の家庭の方が、
利用日数や日時についての希望が高くなってい
る。
（4）考察
　「保育所における一時保育」についてである
が、全体的な認知度は8割と高くなっており、
子育て家庭に情報が伝わっていると考えられる。
しかしながら、逆をいえばまだ2割程度、認知
されていない子育て家庭があるともいえる。そ
の背景にはさまざまなことが考えられるが、「機
会があれば利用したい／利用したかった」が全
体の6割程度となっていることを考えると、そ
のニーズが低い家庭もあると考えられる。しか
しながら、子育てのニーズはいつ、どのような
状況で発生するかはわからない。ニーズの高低
にかかわらず、認知度を高めていくことが必要
である。きょうだいの有無でみると、一人っ子
の家庭において、認知度も低く、利用経験も低
いことがわかる。一人目の子どもということで、
母親としても子どもと離れることに心理的抵抗
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感を感じているとも考えられる。二人目以降に
なると、一人の子どもを預けなければならない
状況も発生する（たとえば、上の子どもの幼稚
園行事に参加するため、下の子を連れて行けな
い等）ことも考えられ、必然的に預けている場
合もある。特に一人目の子どもを育てる親が、
ニーズに応じて利用することができる体制を作
る必要があると考えられる。
　次に「託児・一時預かりサービス」について
である。「保育所における一時保育」と比べる
と、認知度、利用経験のいずれも低くなってい
るものの、利用希望については、「保育所にお
ける一時保育」よりも高くなっており、市民か
らの期待が伺える。一時保育のニーズが社会的
な認知を得られるようになり、サービス展開が
期待されるところであるが、利用者が利用しや
すい一時保育のシステムを考えていく必要があ
り、その時には、保育所も含めて、多様な親の
ニーズにあわせる形で利用が可能となることが
望ましいといえる。子どもの年齢及びきょうだ
いの有無による差はみられなかった。つまり、
これらの要因に関係なく、利用経験や利用希望
が生じているといえる。調査データとして、こ
の「託児・一時預かりサービス」にあてはまる
サービスを具体的に明示していないため、どの
サービスが、「託児・一時預かりサービス」に
あてはまるかは、回答者の判断にゆだねること
になっているが、A市ではさまざまな「託児
・一棊aかりサービス」を実施していることや、
利用希望者は7割以上となっていることを考え
ると、サービスが有効に機能するような情報提
供手段や利便性について、検討していくことが
望まれる。
　第三に、「一時保育にたいする期待」である
が、7割以上の回答者が「利用場所の増加」を
選択している。一時保育ニーズは、パート等の
不規則就労である程度ニーズが把握できるもの
もあるが、その一方で、緊急な対応や育児スト
レスで、といった事前に把握しきれないニーズ
も存在する。そのような時、いつでも安心して
子どもを預けるところを確保するためには、や
はり利用場所が増えていくことが望ましいであ
ろう。子どもの年齢及びきょうだいの有無につ
いては、ここでもきょうだいの有無について、
「利用場所の増加」、「利用日時の増加」で有意
な差が見られる結果となった。やはり一人っ子
の家庭にこのニーズが高く、一人目の子育てを
している母親たちにとって、まだ身近なサービ
スとなっていないことがわかる。「使いたいと
思ったときに使える」システムを構築すること
が必要である。
IV　今後の研究課題
　国の施策としては、今後一時保育は「すべて
の子育て家庭に発生するニーズ」として、シス
テムの構築が行われていくこととなる。それと
同時に、一時保育ニーズに対する社会的な理解
を高めていくことが必要となってくる。サービ
スを利用することができる体制が整ったとして
も、それを利用することに対する心理的・社会
的なバリアが存在していては、利用につながら
ない。ハード面、ソフト面の双方から「利用し
やすいシステム」が構築される必要があるだろ
う。今後の施策動向について、どのような方向
性で進められていくのか、特に「システムの再
構築」をどのように進めていくのか、施策動向
を見守りたい。
　A市での現状については、すでに多様な供給
主体による一時保育が展開されており、これら
の活動がさらに充実していくことが期待される。
特に今回は、供給主体ごとの特徴についてまで
触れることができなかった。今後の研究課題で
ある。
　子育て支援サービスは多岐にわたり展開され
るようになった。しかしながら、そこで発生し
ている「親が子どもと離れる」ことについて、
まだまだ親のニーズと社会でのとらえ方との乖
離を感じる。この乖離を縮めていくことが、「社
会で子育て」の一歩につながると考えている。
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